
市川市審 議会等 の 会議の公開に関する指針  

（目的）  

第１条  この指 針 は、審議 会等の会議の公開に関し基準となるべき事項を定

め、審議 会等の 会 議を公開 することにより、市民の市政への参画の促進 と公

正で開か れた市 政 の実現に 資することを目的とする 。  

（定義）  

第２条  この指 針 において 「審議会等」とは、次の各号のいずれかに該当する

ものをい う。  

⑴  地方 自治法 （ 昭和２２ 年法律第６７号）１３８条の４第３項の規定 に基

づき設置 された 附 属機関  

⑵  行政運営上 の 参考とす るため、市長又は教育委員会が有識者等の参集を

求めて開 催する 意 見交換、 連絡調整、懇談等を行う会合であって別表 に 定

めるもの  

（指針に 基づく 会 議の公開 ）  

第３条  審議会 等 の会議（ 以下「会議」という。）の公開は、この指針に基づ

いて行うものと す る。ただ し、審議会等は、この指針の定めの一部につい

て、それ により 難 い特別の 事情があると認めるときは、市長（教育委員 会の

審議会等にあっ て は、教育 委員会。第１４条第５項ただし書及び第１７ 条に

おいて同じ。） の 同意を得 て、当該一部の定めと異なる定めを設け、それに

よることができ る 。  

（会議の公開に 関 する事務 の総括管理）  

第４条  総務課長 は、会議の公開に関する事務を総括する。  

２  総務課長は、会議の公開を推進するため、毎年４月に会議の公開に係る調

査を行うものとする。  

（所管課長の責 務 ）  

第５条  審議会 等 の事務を 処理する所管課の課長（以下「所管課長」とい

う。）は、会議 の 公開に関 する事務を円滑かつ適正に遂行しなければならな



い。  

２  所管課長は 、 前条第２ 項の調査があったときは、報告しなければならな

い。  

３  所管課長は 、 前項の規 定により報告した事項に変更が生じたときは、速や

かに、当該変更が生じた事項を総務課長に報告しなければならない。  

４  所管課長は、審議会等の委員に会議の資料を配布するときは、会議を開催

する日の遅くとも１週間前までに行わなければならない。  

（会議の公開基 準 ）  

第６条  会議は 、 公開する。 ただし、次の各号のいずれかに該当すると きは、

公開しない。  

⑴  法令又は条 例 若しくは これに基づく規則（以下「法令等」という。）に

より会議 が非公 開 とされて いるとき。  

⑵  市 川 市 公 文 書 公 開 条 例 （ 平 成 ９ 年 条 例 第 ２ 号 ） 第 ８ 条 に 規 定 す る 情

報 （ 第 １ ２ 条 第 １ 項 に お い て 「 非 公 開 情 報 」 と い う 。 ） の い ず れ か に

該 当 す る と 認 め ら れ る 事 項 に つ い て 審 議 、 意 見 交 換 、 懇 談 等 （ 以 下

「 審 議 等 」 と い う 。 ） を 行 う と き 。  

（会議の公開等 の 決定等）  

第７条  審議会 等 は、前条の 基準に基づき、各議題ごとに、当該議題に 係る会

議を公開するか ど うかを決 定するものとする。  

２ 前項の規定による決定は、すべての議題の審議等に先立って行うものとする。 

３  審議会等は、会議を公開しないことを決定するときは、議題ごとにその理由

を明らかにしなければならない。  

４  審議会等は 、 一の会議 において公開する議題と公開しない議題とがあると

きは、会議の前半に会議を公開する議題の審議等を行うものとする。  

（会議開催の公 表 ）  

第８条  所管課 長 は、会議 が開催されるときは、遅くともその日の１週間前ま

でに会議が開催 さ れること を公表するものとする。ただし、会議が緊急に開



催されることと な ったため 当該期間に会議の開催を公表することができない

ときは、開催さ れ ることが 決定したときに公表すれば足りる。  

２  所管課長は 、 前項の規 定により公表した事項に変更が生じたときは、速や

かに、当該変更が生じた事項について公表するものとする。  

３  前２項の規 定 にかかわ らず、所管課長は、個人に関する情報を議題とする

会議であって、 当 該会議が 開催されることを公表すると、当該議題に係る個

人、当該議題の 審 議等をす る審議会等の委員その他の者の生命、身体、生活

又は財産が害さ れ るおそれ があると認めるものその他当該会議の適正な運営

に支障を生ずる お それがあ ると認 めるものについては、あらかじめ、当 該会

議の議長（第２ 条 第２号に 係る審議会等にあっては、会議を進行する者 。以

下同じ。）と協 議 して、当 該会議の開催を公表しないことができる。  

４  第１項及び第２項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとす

る。  

 ⑴  会議開催のお知らせ（様式第１号）の市のウェブサイトへの掲載  

 ⑵  会議開催のお知らせの中央図書館、行徳図書館、大野公民館及び男女共同

参画センター（以下「中央図書館等」という。）における掲示  

（傍聴者の範囲 ）  

第９条  公開す る 会議は、 何人も傍聴することができる。  

（会議の公開の 方 法等）  

第１０条  会議 の 公開は、 傍聴を希望する者に当該会議の傍聴を認めることに

より行うものと す る。  

２  会議の議長 は 、傍聴を 希望する者が傍聴できる者の定員を超えるときは、

先着順により傍 聴 者を決定 するものとする。  

（傍聴者の遵守 事 項）  

第 １ １ 条  会議 の 議 長は 、 会 議 を 公正 か つ 円滑 に 運 営 す るた め 、 会議 の 会 場

に おけ る秩序 の維 持に努めなければならない。  

２  会議の議長 は 、会議の 会場における秩序を維持するため、傍聴者に対し、



次に掲げる事項 を 遵守させ るものとする。  

⑴  会議を静穏 に 傍聴する こと。  

⑵  撮影、録画 又 は録音を しないこと。ただし、写真の撮影については、会

議の議長 の許可 を 得た場合 は、この限りでない。  

⑶  会議の会場 に おいて発 言をしないこと又は発言を求めないこと。  

⑷  委員の発言 に 対し、拍 手その他の方法により意思を表明しないこと 。  

⑸  はち巻、腕 章 、ゼッケ ン、たすき等の着用、張り紙、旗、たれ幕等 の掲

示等によ り示威 的 行動をし ないこと。  

⑹  談論、喫煙 そ の他会議 の進行の妨げ、又は他の傍聴者の迷惑になる 行為

をしない こと。  

⑺  前各号に定 め るものの ほか、会議の議長の指示に従うこと。  

３  会議の議長 は 、傍聴者 が前項に規定する遵守事項に従わないときは、傍聴

を中止させ、又 は 会議の会 場から退場させることができる。  

（会議資料の閲 覧 等）  

第１２条  審議 会 等は、会 議を公開するときは、傍聴者に対し 、委員に配布さ

れた公開に係る 議 題の資料 と同一のもの（非公開情報が記録されている部分

を除く。以下「 公 開会議資 料」という。）を閲覧に供するものとする。ただ

し、公開会議資 料 が大量で あるときは、議題の内容等を取りまとめた資料若

しくは公開会議 資 料のうち から抜粋 した資料又はこれらを合わせた資料 （以

下「取りまとめ 資 料等」と いう。）を閲覧に供することにより、公開会議資

料の閲覧に代え る ことがで きる。  

２  公開会議資 料 又は取り まとめ資料等は、傍聴者からの求めに応じ、市川市

公文書公開条例 に 基づく公 開請求の手続を経ずに交付するものとする。 この

場合において、 当 該公開会 議資料又は取りまとめ資料等の中に市民の間 に混

乱を生じさせる お それ又は 特定の者に利益を与え、若しくは不利益を及 ぼす

おそれがある情 報 が記録さ れている資料が含まれているときは、当該資 料に

は未成熟な情報 が 記録され ていることその他の留意事項を明示して交付 する



ものとする。  

３  審議会等は 、 取りまと め資料等の閲覧をした傍聴者から公開会議資料の交

付を求め られた 場 合におい て、当該公開会議資料が大量であるためその作成

に多くの 時間を 要 すると認 めるときその他正当な理由があるときは、当該公

開会議資 料を交 付 する日を 指定することができる。  

（意見書の提出 ）  

第１３条  公開 さ れる会議 については、傍聴者は、会議終了後審議会等が指定

する日までに、 意 見、要望 等を記載した意見書（様式第２号）を提出す るこ

とができる。  

２  審議会等は 、 前項の規 定により意見書を提出する日を指定するときは、会

議終了後 おおむ ね １月を目 途とするものとする。  

（会議録の作成 等 ）  

第１４条  会議 録 の作成に ついては、法令等に定めるもののほ か、この指針の

定めるところに よ る。  

２  所管課長は 、 会議終了 後２週間以内に会議概要（様式第３号）を作成し、

次に掲げる方法 に より公表 しなければならない。この場合において、審 議会

等が会議概要に 相 当する様 式を別に定めているときは、当該様式によること

ができる 。  

⑴  市のウェブ サ イトへの 掲載  

⑵  中央図書館 等 における 掲示  

３  前項の規定 に かかわら ず、所管課長は、第８条第３項に規定する会議につ

いては、会議概 要 を作成し ないことができる。  

４  所管課長は 、 会議終了 後おおむね２月以内に会議の詳細を記載した会議録

（以下「会議録 」 という。 ）を作成しなければならない。ただし、個人 に関

する情報を議題 と する会議 及び法令等の規定により会議が非公開とされ てい

る会議について は 、会議を 録音することにより会議録の作成に代え、又 は会

議録の作成をし な いことが できる。  



５  会議録には 、 発言ごと に当該発言をした委員名を記載するものとする。た

だし、市 長  が審議会等の事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあると認めると

きは、この限りでない。  

６  所管課長は 、 第４項本 文の規定により会議録を作成したときは、当該会議

録についておおむね１月以内に審議会等の委員の確認を受けるものとする。

（会議録等の公 表 ）  

第１５条  会議 録 （第６条 ただし書の規定により非公開で行われた会議に係る

会議録を除く。 以 下同じ。 ）及び第１２条第１項の規定により閲覧に供され

た公開会議資料 又 は取りま とめ資料等は、次に掲げる方法により公表するも

のとする。この 場 合におい て、当該公開会議資料又は取りまとめ資料等の中

に市民の間に混 乱 を生じさ せるおそれ又は特定の者に利益を与え、若しくは

不利益を 及ぼす お それがあ る情報が記録されている資料が含まれているとき

は、当該 資料に は 未成熟な 情報が記録されていることその他の留意事項を明

示して公 表する も のとする 。  

⑴  市のウェブ サ イトへの 掲載（会議録については、写しの掲載に限り、公

開会議資 料又は 取 りまとめ 資料等に冊子等（冊子、製本されているも の 、

有償刊行 物その 他 これらに 類するものをいう。以下同じ。）が含まれ て い

るときは 、当該 冊 子等の掲 載を除く。）  

⑵  中央図書館 等 における 閲覧（会議録については、写しの閲覧に限る。  

２  前項第２号の規定による公表をされた会議録の写し及び公開会議資料又は

取りまとめ資料等については、一般からの求めに応じ、市川市公文書公開条

例に基づく公開請求の手続を経ずに、写しを交付するものとする。この場合

において、当該公開会議資料又は取りまとめ資料等の中に冊子等が含まれて

いるときは、当該冊子等と同じものを交付することにより、当該冊子等の写

しの交付に代えることができる。  

（費用負担）  

第１６条  公開会 議資料（冊子等を除く。）又は取りまとめ資料等（冊子等を



除く。）及び会 議 録の写しの作成（これらの写しの作成を含む。）に要する

費用は、無料とする。  

２  公開会議資 料 又は取り まとめ資料等に含まれる冊子等の交付を受ける者は、

当該冊子等の実 費 を負担し なければならない。  

（委員の氏名等 の 公表）  

第１７条  市長 は 、審議会 等の委員の氏名、所属又は役職及び審議会等（第２

条第１号に係 るも のに限る 。）の設置根拠である法令等における選出区 分を

記載した委員 名簿 （様式第 ４号）を作成し、次に掲げる方法により公表 する

ものとする。  

⑴  市の ウェブ サ イトへの 掲載  

⑵  中央図書館 等 における 委員名簿の閲覧  

（実施状況の公 表 ）  

第１８条  市長は、毎年１回、審議会等の会議の公開に関する状況をとりまとめ、

次に掲げる方法により公表するものとする。  

⑴  市の ウェブ サ イトへの 掲載  

⑵  中央図書館 等 における 閲覧  

（専門分科会等 の 会議の公 開）  

第１９条  審議 会 等に専門 分科会その他これに類するもの（以下「専門分科会

等」という。 ）が 置かれて いる場合における当該専門分科会等の会議の公開

については、 この 指針を踏 まえ、当該専門分科会 等が置かれる審議会等 ごと

に定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この指針は、平成２３年１２月１日から施行する。  

（市川市におけ る 審議会等 の会議公開に関する指針の廃止）  

２  市川市にお け る審議会 等の会議公開に関する指針（平成１１年４月１日施

行）は、廃止す る 。  



（経過措置）  

３  この指針の 施 行前に開 催される審議会等の会議については、前項の規定に

よる廃止 前の市 川 市におけ る審議会等の会議公開に関する指針は、この指針

の施行後 も、な お その効力 を有する。  

附  則  

 この指針は、 平 成２５年 ４月１日から施行する  

   附  則  

 この指針は、 平 成２８年 １１月１日から施行する。  

附  則  

 この指針は、 平 成３０年 ８月１日から施行する。  

附  則  

（施行期日）  

１  この指針は 、 令和２年 ４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  改正後の第 ８ 条第４項 、第１４条第２項、第１５条第１項、第１７条及び

第１８条 の規定 は 、令和２ 年４月１日以後に会議開催等の公表を行う場 合に

ついて適 用し、 同 日前に会 議開催等の公表を行う場合については、なお 従前

の例によ る。  

３  令和２年４ 月 １日から 同年１２月２８日までの間においては、次に掲げる

会議録等 及び委 員 名簿につ いては、総務部総務課において閲覧に供する もの

とする。  

⑴  令和２年３ 月 ３１日に 市政情報センターにおいて閲覧に供していた 改正

前の第１ ５条第 １ 項の規定 により公表された会議録等及び改正前の第１ ７

条の規定 により 公 表された 委員名簿（平成３１年４月１日以後に開催さ れ

た審議会 等の会 議 に係るも のに限る。）  

⑵  当該期間に お いて改正 後の第１５条第１項の規定により公表されること

となる会 議録等 及 び改正後 の第１７条の規定により公表されることと な る



委員名簿  

４  前項に規定 す る期間に おいて、改正後の第１８条の規定により審議会等の

会議の公開に関 す る状況を 公表する場合においては、同条第２号中「中 央図

書館等」とある の は、「中 央図書館等及び総務部総務課」と読み替えるもの

とする。  

附  則  

 この指針は、 令 和３年４ 月１日から施行する。  

附  則  

 この指針は、 令 和４年４ 月１日から施行する。  

   附  則  

 この指針は、 令 和４年８ 月１日から施行する。  

  



別表（第２条関 係 ）  

⑴  市川 市家庭 等 における 暴力対策ネットワーク会議  

⑵  市川市文化 芸 術事業検 討懇談会  

⑶  市川市都市 農 業振興対 策協議会  

⑷  市川市自立 支 援協議会  

⑸  市川市福祉 サ ービス苦 情解決事業運営委員会  

⑹  市川市健康 都 市推進協 議会  

⑺  市川市食育 推 進関係機 関連絡会  

⑻  市川市自殺 対 策関係機 関連絡会  

⑼  市川市立学 校 給食検討 委員会  

⑽  市川市史歴 史 編Ⅰ編集 委員会  

⑾  市川市史歴 史 編Ⅱ編集 委員会  

⑿  地域ケア推 進 会議  

⒀  在宅医療・ 介 護連携推 進に関する会議  

⒁  高齢者虐待 の 防止に関 する会議  

⒂  地域ケア会 議  

⒃  市川 市献血 推 進協議会  

⒄  市川地域医 療 問題対策 会議  

⒅  空家等対策 協 議会  

⒆  高谷中学校 ブ ロック義 務教育学校設置に関する検討委員会  

⒇  東国分中学 校 ブロック 義務教育学校設置に関する検討委員会  

(21) 第一中 学校新 校 舎推進会 議  

(22) 市川市 平和啓 発 事業検討 協議会  

  



様式第１号（第８条関係） 
 

年 月 日 
会議開催のお知らせ 

 

審議会等の名称 
 

開 催 日 時 年 月 日（ ） 時 分～ 時 分 

開 催 場 所 
 

議 題 
  公開・非公開 

予定の別 
非公開の場合の理由 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

傍聴者の定員 人 
  

※会議の当日に変更となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 
そ の 他 

 

所 管 課         部           課（内線：      ） 

※ 会議の公開については、あくまで予定です。公開予定のものでも、会議の当日、会議の中で非公開

と決定される場合がありますのでご承知おきください。 



様式第２号（第１３条関係） 
 

年 月 日 
 

意 見 書 
 

（提出先） 
 
 
 

氏名 
 
提出者 〒 
 

住所

電話 

 
次のとおり意見、要望等を申し述べます。 

 

【意見・要望等】  

 

 
（所管課使用欄） 

 

【所管課】 【受付印】 

部 課 
 

） （内線： 



様式第３号（第１４条関係） 
 

 
会 議 概 要 

年 月 日 

 
 

審議会等の名称  

開 催 日 時  年 月 日（ ） 時 分～ 時 分 

開 催 場 所   

 

 
出

席

者 

委 員 

 

 
所管課 

 

関係課 
 

議題及び会議の概要 
公開・非公開

の別 
非公開の場合の理由 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

 
公開・非公開 

・会議公開指針第６条第号該当 

・公文書公開条例第８条第項第号該当 

傍聴者の人数 人 

 

 
閲覧・交付資料 

 

特記事項 
 

所管課         部           課（内線：      ） 



様式第４号（第１７条関係）  

 

 

委 員 名 簿 

 

 

審議会等の名称：  

 

氏 名 所 属 ・ 役 職 選出区分  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

※  年  月  日 現 在  

 

【所管課】  

（内 線 ：  ）  

 


	意 見 書
	会 議 概 要
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